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現 状 と 県 の 取 組 状 況 
 子育て・人財局（総合教育推進課） 

【現状、県の取組状況】 

 

１ 経常費助成について 

県が私立高等学校等に対して経常費助成を行い、国は県に対してその一部を補助している。 

〇令和２年度私立高等学校等教育振興補助金の補助実績（全日制分） 

    県補助金 1,599,454千円（生徒１人当たり466,313円） 

    ［うち国費 240,545千円（15.0％）］ 

   〇令和２年度私立幼稚園運営費補助金の補助実績 

    県補助金   137,521千円（園児１人当たり170,382円） 

    ［うち国費  21,996千円（16.0％）］ 

 

  （参考）国の予算額（私立高等学校等経常費助成費補助金）の推移 

                                   （単位：億円） 

 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 

国予算額 1,022 1,021 1,021 1,017 1,010 

対前年比増減額 

(増減率) 

 -1 

(-0.1％) 

0 

(0％) 

-4 

(-0.39％) 

-7 

(-0.68％) 

 

２ 施設整備費補助について 

  私立高等学校等に対して、校舎等の改築、改修（耐震補強工事等）に要する経費の一部を補助している。 

区 分 国補助率 県補助率 学校負担 

改築 － 1/2 1/2 

大規模修繕 － 1/3 2/3 

耐震改修 1/3～1/2 1/6～1/3 1/3 

   （参考）国の予算額（私立学校施設整備費補助金）耐震化分 Ｒ３当初48億円 

※鳥取県内私立高等学校耐震化率（R2.4.1現在）100％ 

※鳥取県内私立幼稚園耐震化率（R2.4.1現在）91.2％（幼保連携型認定こども園を含む） 
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３ アクティブラーニング推進事業補助について 

県では国の私立高等学校等ＩＣＴ教育等整備推進事業を活用したものについて上乗せし補助するとともに、同事業において下限額に満たな

い事業について県単独で補助している。 

事業費区分 国補助率 県補助率 学校負担 

500万円以上4,000万円以下 1/2 1/4 1/4 

500万円未満 － 3/4 1/4 

（参考）国の予算額（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業） 

R3当初13億円 

 

４ ＧＩＧＡスクール構想の実現に係る補助について（国） 

（R2補正209億円・R3当初10億円） 

〇私立学校情報機器整備費補助金 

事業名 事業内容 補助率 
①児童生徒１人１台端末の整備

事業（義務教育段階） 
義務教育段階の児童生徒が１人１台端末を用いて学習するため、学習用コンピュータの整備を

支援する 
1/2 

②家庭学習のための通信機器整

備支援事業 
Wi-Fi 環境が整っていない家庭に対する貸与を目的として学校が行う、通信環境の整備を支援

する。 
1/2 

③学校からの遠隔学習機能の強

化事業 
臨時休業等の緊急時に学校と児童生徒のやりとりを円滑に行うため、学校が使用する遠隔学習

に対応した設備の整備等を支援する。 
1/2 

④ＧＩＧＡスクールサポーター

配置促進支援事業 
学校のＩＣＴ化を進めるため、ＩＣＴ技術者の配置経費を支援する。 1/2 

⑤児童生徒１人１台端末の整備

事業（高等学校段階） 
高等学校段階の生徒が１人１台端末を用いて学習するため、低所得世帯の生徒が使用する学習

用コンピュータの整備を支援する。 
1/2 

   ≪補助対象学校種≫ ①：義務教育段階の学校 ②③④：義務教育段階及び高等学校段階の学校 ⑤：高等学校段階の学校 

 

５ 家庭学習のための通信機器整備支援について（単県） 
  新型コロナウイルスによる臨時休業時においてＩＣＴを活用した教育活動を行うため、家庭にインターネット環境が整っていない生徒へ通

信機器（Wi-Fiルーター）の貸与を行う私立中学校・高等学校に対して、学校が整備したWi-Fiルーターの賃貸借料（通信料含）について助成 
する。 

  県単独補助 補助率：3/4 

 

 



5 

 

６ 授業目的公衆送信補償金への助成について 

授業目的公衆送信補償金制度の活用により学校設置者が負担した補償金に対して県が助成を行い、国が県の助成額の一部を補助する。 

１人当たり保障金額（税込）：中学校198円（税抜180円）、高等学校462円（税抜420円） 

    補助率：2/3（うち1/2国庫充当） 

 

７ 高等学校等就学支援金について 

  私立高等学校及び私立専修学校（高等課程）の年収約910万円未満の世帯の生徒に支給している。 

低所得世帯の負担軽減及び公私間格差是正のため、年収約590万円未満の世帯については支給額を加算している。 

年収区分（目安） 支給年額 

590万円未満 396,000円 

590万円以上910万円未満 118,800円 

910万円以上 － 

 

８ 鳥取県私立高等学校等総合支援金について（単県） 

  県独自で、国の就学支援金制度に上乗せの補助を行っている。 

年収区分（目安） 支給年額 

生活保護世帯 (その他納付金)支給上限額86,400円 

非課税世帯 (その他納付金)支給上限額43,200円 

590万円以上700万円未満 (授業料)支給上限額118,800円 

700万円以上800万円未満 (授業料)支給上限額59,400円 

 

９ 鳥取県私立中学校就学支援金について（単県、一部国定額） 

  高等学校等就学支援金制度の基準に合わせて、私立中学校の生徒に支給している。 

 

  〇鳥取県私立中学校就学支援金 

年収区分（目安） 支給年額 

生活保護世帯 (授業料)支給上限額396,000円 (その他納付金)支給上限額42,000円 

非課税世帯 (授業料)支給上限額396,000円 (その他納付金)支給上限額21,000円 

270万円以上590万円未満 (授業料)支給上限額396,000円 
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590万円以上700万円未満 (授業料)支給上限額237,600円 

700万円以上800万円未満 (授業料)支給上限額178,200円 

800万円以上910万円未満 (授業料)支給上限額118,000円 

910万円以上 － 

※文部科学省の「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業（H29～R3）」（年収400万円未満の世帯へ年額一律10万円

を支給）を活用し、一部財源を充当。 

 

 【国への要望（令和３年７月）】 

   義務教育段階にある私立中学校の生徒に対しても、人づくり革命及び教育を受ける権利の保障、公私間格差解消の観点から、私立高等 
学校と同等の就学支援金の支給制度を創設すること。 

 

10 教員の資質能力向上等への補助について（単県） 

鳥取県私立学校協会が行う私立高等学校等の教職員研修、教育研究等に対し補助している。 

令和２年度鳥取県私立学校協会補助金の補助実績 

   県単独補助 1,240千円（補助率1/2） 

 

 

 


